
第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更が

あった事項は、次のとおりである（IFRS適用に伴う変更）。

なお、記載事項のうち将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものである。

また、以下に記載された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書の項目番号に対応したものである。

 

第一部 企業情報

第２ 事業の状況

２ 事業等のリスク

(1) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の変動に係る事項 

オ．退職給付費用及び債務

当社グループの従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上設定した前提条件に基づいて算出している。

その主要な前提条件は退職給付債務の割引率であり、期末日における優良社債の利回りに基づき決定して

いる。これらの前提条件は妥当なものと判断しているが、実際の結果が前提条件と異なる場合又は前提条

件が変更された場合は、当社グループの経営成績等に影響を与える可能性がある。 
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載事項のうち、将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において判断したものである。 

なお、当社グループは第１四半期連結会計期間から、従来の日本基準に替えてIFRS（国際会計基準）を適用してお

り、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度の財務数値はIFRSに組み替えて表示・比較している。 

 

(1) 経営成績の状況の概要及び分析・検討内容 

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米中貿易摩擦の長期化、米国における利上げ方針の継続、英国の

EU離脱問題などの影響を受けて、非常に不透明感が強まる中でも、景気拡大基調が持続した。我が国経済について

も、個人消費や設備投資の持ち直し、企業収益の改善が続いており、緩やかな回復基調が続いた。 

このような状況の下、当社グループの当第３四半期連結累計期間における受注高は、インダストリー＆社会基盤セ

グメント、航空・防衛・宇宙セグメントが増加したものの、パワーセグメントが減少し、前年同四半期を964億55

百万円（△3.7％）下回る２兆4,793億31百万円となった。 

売上収益は、航空・防衛・宇宙セグメントが減少したものの、パワーセグメント、インダストリー＆社会基盤セグ

メントで増加し、前年同四半期を545億16百万円（＋1.9％）上回る２兆8,992億79百万円となった。 

事業利益は、全てのセグメントで増加し、前年同四半期を484億８百万円（＋85.1％）上回る1,053億18百万円とな

った。 

税引前四半期利益は、前年同四半期を448億67百万円（＋75.5％）上回る1,043億23百万円となり、また、親会社の

所有者に帰属する四半期利益は前年同四半期を341億83百万円上回る353億63百万円となった。 

 

セグメントの業績は、次のとおりである。 

(ア) パワー 

当第３四半期連結累計期間の受注高は、GTCC（Gas Turbine Combined Cycle）及びコンプレッサ等が増加した

ものの、前年同期に大型案件の成約があったスチームパワーが減少したことなどにより、前年同四半期を2,580

億94百万円（△25.4％）下回る7,565億円となった。 

売上収益は、原子力機器、GTCC、航空エンジン等が増加したことにより、前年同四半期を819億43百万円（＋

8.4％）上回る１兆612億23百万円となった。事業利益は、原子力機器やGTCCの売上収益の増加等により、前年

同四半期を333億26百万円（＋72.5％）上回る793億12百万円となった。 

 

(イ) インダストリー＆社会基盤 

当第３四半期連結累計期間の受注高は、商船、化学プラント、製鉄機械が増加したほか、物流機器、冷熱製

品、ターボチャージャ等の中量産品も堅調に増加したことにより、前年同四半期を1,604億17百万円（＋

13.3％）上回る１兆3,681億25百万円となった。 

売上収益は、化学プラント、交通システム等が減少したものの、製鉄機械や中量産品が増加したことにより、

前年同四半期を234億２百万円（＋1.7％）上回る１兆3,718億84百万円となった。事業利益は、売上収益の増加

に加え、商船の事業構造改善の効果等により、前年同四半期を113億50百万円（＋27.0％）上回る534億32百万

円となった。 

 

(ウ) 航空・防衛・宇宙 

当第３四半期連結累計期間の受注高は、民間航空機等が減少したものの、艦艇、防衛航空機等が増加したこと

により、前年同四半期を319億43百万円（＋9.1％）上回る3,815億39百万円となった。 

売上収益は、民間航空機や飛しょう体が減少したことなどにより、前年同四半期を349億45百万円（△6.7％）

下回る4,881億54百万円となった。事業利益は、民間航空機の売上収益の減少等があった一方、MRJ開発費用の

減少等により、前年同四半期から６億63百万円改善し、319億50百万円の損失となった。 

 

(エ) その他 

当第３四半期連結累計期間の受注高は、前年同四半期を347億56百万円（△39.6％）下回る530億68百万円、売

上収益は前年同四半期を329億39百万円（△38.8％）下回る519億90百万円、事業利益は前年同四半期を12億44

百万円（＋23.7％）上回る64億99百万円となった。 
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(2) 財政状態の状況の概要及び分析・検討内容 

当第３四半期連結会計期間末における当社グループの総資産は、前連結会計年度末から210億32百万円増加し、５

兆2,697億89百万円となった。 

負債は、前連結会計年度末から233億33百万円増加し、３兆5,782億25百万円となった。 

資本は、前連結会計年度末から23億１百万円減少し、１兆6,915億63百万円となった。 

親会社の所有者に帰属する持分は、親会社の所有者に帰属する四半期利益等による増加があった一方、前連結会

計年度の期末配当金及び当連結会計年度の中間配当金の支払いや、金融資産の公正価値変動等によって151億87百

万円減少し、１兆3,803億50百万円となった。 

以上により、当第３四半期連結会計期間末における親会社所有者帰属持分比率は26.2％（前連結会計年度末の

26.6％から△0.4ポイント）となった。 

 

(3) キャッシュ・フローの状況の概要及び分析・検討内容 

当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

678億95百万円（△22.6％）減少し、当第３四半期連結会計期間末における残高は2,313億41百万円となった。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは307億４百万円の資金の減少となり、前

年同四半期に比べ146億67百万円減少した。これは、法人所得税の支払額が増加したことなどによるものである。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは1,237億７百万円の資金の減少となり、

前年同四半期に比べ1,384億60百万円支出が減少した。これは、有形固定資産及び無形資産の取得による支出が減

少したこと、また前年同四半期は投資有価証券の取得のための資金拠出があったことなどによるものである。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは932億80百万円の資金の増加となり、前

年同四半期に比べ1,624億28百万円収入が減少した。これは、短期借入金等による収入の減少、並びに債権流動化

の返済による支出が増加したことなどによるものである。 

 

(4) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 

当第３四半期連結累計期間において、重要な変更はない。 

 

(5) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発費は976億81百万円である。この中には受託研究

等の費用592億90百万円が含まれている。 

当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。 

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当第３四半期連結累計期間において、重要な変更はない。 
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(7) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

(ア) 資金需要の主な内容

当社グループの資金需要は、営業活動については、生産活動に必要な運転資金（材料・外注費及び人件費

等）、受注獲得のための引合費用等の販売費、製品競争力強化・ものづくり力強化及び新規事業立上げに資

するための研究開発費が主な内容である。投資活動については、事業伸長・生産性向上及び新規事業立上げ

を目的とした設備投資並びに事業遂行に関連した投資有価証券の取得が主な内容である。 

今後、成長分野に対しては必要な設備投資や研究開発投資、投資有価証券の取得等を継続していく予定であ

る。全体的には、将来見込まれる成長分野での資金需要も見据え、最新の市場環境や受注動向も勘案し、資

産の圧縮及び投資案件の選別を行っていく予定である。 

 

(イ) 有利子負債の内訳及び使途

2018年12月31日現在の有利子負債の内訳は下記のとおりである。 

（単位：百万円）
 

  合計 償還１年以内 償還１年超 

短期借入金 243,622 243,622 ― 

コマーシャル・ペーパー 245,000 245,000 ― 

長期借入金 303,651 38,006 265,644 

社債 205,000 65,000 140,000 

合計 997,273 591,629 405,644 

当社グループは比較的工期の長い工事案件が多く、生産設備も大型機械設備を多く所有していることもあり、

一定水準の安定的な運転資金及び設備資金を確保しておく必要がある。近年の事業規模拡大により、これら必

要資金は増加する傾向にあるが、その一方で、引き続き資産圧縮に努め、期限の到来した借入金を返済してき

た結果、当第３四半期連結会計期間末の有利子負債の構成は、償還期限が１年以内のものが5,916億29百万

円、償還期限が１年を超えるものが4,056億44百万円となり、合計で9,972億73百万円となった。 

これらの有利子負債は事業活動に必要な運転資金、投資資金に使用しており、資金需要が見込まれる火力発電

システム、物流機器・ターボチャージャ・冷熱製品等の中量産品、民間航空機等の伸長分野を中心に使用して

いく予定である。 
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３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 
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